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研究成果の概要（和文）：本研究においては、国内外の実態調査を通じて、重大非行事案を防止するために多機
関連携が国内外でどのように進展しているかといった状況やそうした多機関連携にどのような課題があるのかと
いった面を明らかにした。これらの実態調査によっても、非行や不良行為・問題行動に対応してきた従来型の機
関だけではなく、より幅広く地域社会における様々な機関・団体が対応することによってこそ早期に連携しつつ
切れ目のない支援が行えることが分かった。

研究成果の概要（英文）：In this study, through domestic and international surveys, we clarified how 
multi-agency collaborations are progressing to prevent serious delinquency cases in Japan and 
foreign countries, as well as what challenges exist in such multi-agency collaborations. These 
surveys revealed that not only traditional institutions that have dealt with delinquency, 
misbehavior, and problematic behavior, but also various institutions and organizations in the 
community can provide early and seamless support through collaborations.

研究分野： 刑事政策、少年法、犯罪者処遇法

キーワード： 非行の防止

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
重大非行事案を防止する上でも、地方公共団体が中核となる子ども・若者育成支援推進法の枠組みに基づいた支
援の活動や、民間団体を中心とした若年の被害女性を支援する活動及び子ども・若者の居場所づくり、といった
地方公共団体や民間団体の活動と結び付いた機関・団体連携の活性化が鍵となる。地域社会において幅広く、
「生きづらさ」を抱えた少年等やその家庭を「孤独」・「孤立」の状態にさせないこと、そして取りこぼしのな
いように幾重もの支援のネットワークを構築することこそが必要である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
わが国ではこれまで、非行少年に対する多機関連携を通じた対応策のあり方に関する研究は、

ほとんど行われてこなかったと言える。しかし、研究代表者等によりこの課題に関して複数の共
同研究を蓄積させてきた。こうした共同研究を通じて非行少年、さらにはその前段階と言える不
良行為少年・問題行動の見られる少年について、関係機関・民間団体が連携を図りながら非行性
を深化させる前の早期発見・早期立ち直りを目的として切れ目のない支援（就労・福祉・医療等
の支援）を行うことの必要性が明らかになった。また勿論そこでは規範的視点からの適正性及び
事実的視点からの有効性が求められることになる。 
 このように、複数の共同研究の成果を通じ一貫して適正かつ有効な多機関連携の重要性を強
調してきたものの、例えば、平成 27（2015）年 2月に起こった「川崎市中 1男子生徒殺害事件」
では、事件の一背景として川崎市において学校と警察との間で情報連携の制度が整備されてい
なかったことが指摘されていた。 
 上記の「川崎市中 1男子生徒殺害事件」の他、「佐世保市女子高生殺害事件」（平成 26（2014）
7 月）、「東松山市都幾川河川敷少年殺害事件」（平成 28（2016）8 月）などに見られるように、
研究開始当初においても関係機関の情報連携・行動連携が上手くいっていれば未然防止の可能
性のあった事件が依然として生じていた。こうした顕在化した機関連携の失敗事例においては、
その発生地において失敗の原因を検証し再発防止策を打ち立てる作業が行われているが、その
作業の成果が実際にどのように活かされているかは不明であり、第三者の視点から検証する必
要性が高い。 
他方、関係機関の連携により未然防止に至ったケースもあるものと推測するが、こうした潜在

化している機関連携の成功事例はなかなか把握しづらい。しかし、現場職員の聞き取り調査を的
確に実施すれば、潜在的成功事例における機関連携のあり方をマクロ的に検証することは、ある
程度可能となる（例えば、横浜市では「学校警察連携制度」により校内暴力事案が減少した）。 
 そこで本研究では主として上記 2方面での実証研究を遂行することにした。そのため、非行少
年、さらにはより広範にその前段階と言える不良行為少年・問題行動の見られる少年にも焦点を
当てる。また上述の先行研究との継続した研究が可能となるため、特に中学生年齢の少年を対象
とした。そして、これらの少年について、関係機関・団体が、より重大な非行事案の発生防止の
ため早期発見・早期立ち直りを目指し、適正かつ有効に連携して行う切れ目のない支援のあり方
を後述の改正・制定法の検証も含め法的観点から検討することにした。とりわけ本研究では少年
とその家庭への支援との関わりから考察した。多機関連携の失敗事例・成功事例の検証を通じて、
学校・警察・児童相談所、また他の関係機関・民間団体が問題を抱えた少年・家庭にどのように
して早期に連携しつつ切れ目のない支援を行う必要があるのかを明らかにしていくこととした。 
わが国では非行少年に関連する法律の積極的な改正・制定が研究開始当初も見られた。更生保

護法（平成 25（2013）年）、少年法（平成 26（2014）年）、少年院法（平成 26年）、また児童福
祉法（平成 28（2016）年）が改正され、平成 26年に少年鑑別所法も制定された。この法改正・
新法制定においても、多機関連携による非行の早い段階での悪化防止、また継続的な支援の重要
性が認識されていた（例えば、少年鑑別所法では地域社会における非行・犯罪の防止のための援
助活動が少年鑑別所の本来業務に位置づけられた）。 
 一方、研究開始当初見られた非行の現象に関しても、現代型と言える特徴が挙げられるもので
あった（例えば、集団非行における SNS の積極的な利用、「JK ビジネス」の名の下での売買春、
学校非公式サイト（裏サイト）を利用した陰湿ないじめ事件など）。ただ、さらなる背景として、
家庭などの少年を取り巻く成育環境の問題も依然として看過できないものであった。近時の非
行少年の集団による重大事案でも加害少年達の背景に家庭環境の問題が見られていた。ここか
らも、少年による非行・問題行動等に対して、多機関連携を通じた早期の発見及び少年とその家
庭への早期の支援が重要であることが分かる。 
 
２．研究の目的 
本研究では、中学生年齢における非行少年、さらにはその前段階と言える不良行為少年・問題

行動の見られる少年に焦点を当て、関係機関・民間団体が、より重大な非行事案の発生防止のた
め早期発見・早期立ち直りを目指し、適正かつ有効に連携して行う切れ目のない支援のあり方を
法的観点から検討するものとした。とりわけ多機関連携の失敗事例・成功事例の検証を通じて、
学校・児童相談所・警察、また他の関係機関・民間団体が問題を抱えた少年・家庭にどのように
して早期に連携しつつ切れ目のない支援を行う必要があるのかを本研究を通じて明らかにする
ことにした。近年、非行少年に関連する法律の改正等が積極的に行われ、社会では現代型と言え
る特徴を持つ非行の現象も見られるが、少年とともに家庭などの成育環境にも対応していく必
要性は依然としてあるものと考える。 
 
３．研究の方法 
研究の方法としては、画期的な多機関連携の仕組みを構築してきた地域及び重大な少年非行



事案発生後に新たな対策の展開を見せている地域等に主に焦点を当て、「①資料の収集」を行っ
た上で、「②実態調査」を実施し、その後、連携研究者及び研究協力者も交えた「③検討会の開
催」を通して分析・検証を行った。①～③を行った後、最終的に「④研究成果の取りまとめ」を
行い、研究成果を広く社会へ発信するものとした。 
なお、本研究の着実な遂行のため、研究代表者、連携研究者及び研究協力者で専門分野に対応

して 3つの研究グループを組織した。第一は、統括及び児童相談所関係機関・団体調査担当グル
ープ（小西及び連携研究者の国士舘大学法学部・宍倉悠太准教授）、第二は、学校関係機関・団
体調査担当グループ（連携研究者の文部科学省国立教育政策研究所・宮古紀宏総括研究官（（命）
副センター長）及び鹿児島国際大学福祉社会学部・帖佐尚人准教授）、第三は、警察関係機関・
団体調査担当グループ（研究協力者の関東学院大学法学部・江﨑澄孝客員教授（元神奈川県警察
本部生活安全部長）及び連携研究者の福山平成大学福祉健康学部・石田咲子講師）である。これ
らのいずれにも属さない関係機関・団体については第一のグループが調査を担当する。 
また、研究方法の各項目に関する詳細は以下のとおりである。 

 
①資料の収集 
収集の対象となる主なものとして、以下 3 つを扱った。第一は、非行少年、さらには不良行為

少年・問題行動の見られる少年への対応に関する論文等の先行研究、第二は、中央省庁及び対象
地域の関係機関が作成した本研究に関係のある報告書等の公的記録、そして、第三は、多機関連
携の仕組みによって、重大な非行事案に至る前の比較的軽微な事案で終結できたケースと、重大
事案にまで発展してしまったケースに関わる統計データである。 
 
②実態調査 
各ケースで多機関連携がどのように機能していたかを知るには、実際に当該ケースに携わっ

た者への聞き取りが必須となる。また、当該ケースに対する見方は立場によって異なるため当該
ケースに関わった複数の機関・団体を通じた多角的な視点からの調査が求められる。そのため重
大事案にまで発展してしまったケース（失敗事例）と、重大事案を未然に防止できたケース（成
功事例）のそれぞれについて、対象地域の学校（具体的には、教育委員会及び当該少年が在籍し
ていた中学校）、児童相談所並びに警察（具体的には、府県警察本部生活安全部の少年非行担当
部門及び少年サポートセンター）等へ聞き取りを行うことをとおして実態解明を図った（例えば、
児童相談所・少年サポートセンター・教育委員会の「三機関同居型連携」、要保護児童対策地域
協議会、スクールサポーター制度などの過去の共同研究で取り上げた多機関連携の仕組みも再
検証を行った）。その際、実態調査の対象機関が多岐にわたるため、上記 3つの研究グループで
分担を行いながら調査した。 
 
③検討会の開催 
上記「①資料の収集」及び「②実態調査」で入手したデータの分析のために検討会を開催した。

検討会には、「②実態調査」を実施したメンバーが出席し、検討を加えた。「①資料の収集」・「②
実態調査」の後に「③検討会の開催」を行い、さらにそれを踏まえて「①資料の収集」・「②実態
調査」を行うといったサイクルで研究の深化を図った。 
 
④研究成果の取りまとめ 
上記研究方法によって得られた研究成果については、学会や研究会で発表したり、また紀要や

専門雑誌へ論文を投稿したりするなどして、広く社会へ発信することを行った。なお、平成 30
（2018）年 1月 27 日には、国内での実態調査の研究結果を報告する場として、早稲田大学にお
いて公開研究会「『少年を犯罪から守るための機関連携』のあり方」（主催：早稲田大学社会安全
政策研究所、警察大学校警察政策研究センター）を開催し、成果を社会に発信した。 
 
４．研究成果 
（１）本研究においては、「①資料の収集」で得られた分析結果なども踏まえながら、「②実態調
査」に関しては、国内では、第 1年度においては、福岡（福岡県・北九州市・福岡市）、広島（広
島県・広島市）、大阪（大阪府・大阪市・堺市）、京都（京都府・京都市）、神奈川（神奈川県・
横浜市）の関係機関（警察本部・少年サポートセンター、学校・教育委員会、児童相談所及び民
間団体）に対して、第 2年度においては、宮城（宮城県）の関係機関（警察本部・少年サポート
センター）に対して、質問紙・聞き取り調査を行った。そして、補助事業期間が再々度延長され
た第 6年度においては、「コロナ禍」以降も多機関連携を積極的に実施している国内の地域（東
京都及び大阪府）の各関係機関・団体において補足的に聞き取り調査等を実施した。 
また、調査研究の進捗に従い、海外では、第 1年度においては、多機関連携を積極的に実施し

ているオランダ及びベルギーにおける関係機関（オランダの「セイフティ・ハウス」、少年矯正
施設、オランダ保護観察協会等、ベルギーのフラマン語共同体福祉・保健・家庭局、「ファミリ
ー・ジャスティス・センター」、保護観察所等）に対して、また第 2年度においては、同じく多
機関連携を積極的に実施しているオーストラリア（とりわけ、ACT（オーストラリア首都特別地
域））における関係機関（「ファミリー・リレーションシップ・センター」、少年裁判所、家庭裁
判所、少年矯正施設等）に対して聞き取り調査などを実施した。さらに、第 3 年度においては、



オーストラリアで開催された第 4 回世界保護観察会議に出席し同国の多機関連携の現状を把握
するとともに、ニューサウスウェールズ州の関係機関（保護観察所（Community Corrections 
Office））での聞き取り調査などを実施した。また、来日されたニューサウスウェールズ大学キ
ャロル・ローソン准講師との間で、オーストラリア（とりわけ、ACT）における少年裁判所（Children’
s Court）と児童相談所（Children and Youth Protection Service）の連携等について意見交換
を行った。 
 
（２）次に、上記の国内及び海外での実態調査において明確化された点を整理しておきたい。 
まず、国内における実態調査をとおして、近時のわが国における警察本部・少年サポートセン

ター、学校・教育委員会、児童相談所及び民間団体による多機関連携の進展状況（情報連携・行
動連携、人事交流、同一建物・同一フロアにおける設置など）とその課題が明らかになった。特
に、本研究の調査により、司法関係機関等との連携の重要性が浮き彫りになったと言える。この
点、これまでの共同研究では、こうした連携についての検討が十分ではなかった。平成 28（2016）
年の児童福祉法等の一部を改正する法律により、児童相談所設置自治体は、児童相談所に弁護士
を配置することとされ、これが難しい場合には、弁護士の配置に「準ずる措置」を採ることとさ
れた。これにより、各児童相談所において常勤弁護士の配置や弁護士事務所との契約など弁護士
との連携のあり方が模索されていた。また、児童虐待事案に関してだが、被虐待児童への事実の
聞き取りにおいて、児童相談所・警察・検察の三者による司法面接の手法を用いた「協同面接」
の実施が進展しており、検察との連携が図られていることも分かった。さらに、家庭裁判所を中
心とした連携、特に、家庭裁判所といった決定機関と少年院や保護観察所といった執行機関との
間での連携についても検討を加えたが、処遇勧告の法的意義を踏まえた連携のあり方等を今後
も模索していくことが必要であることが示された。 
また、海外における実態調査により、諸外国における取組みとの比較を通じ多機関連携の今後

の更なる発展に向けた諸条件を明確化していくことができた。例えば、オランダ及びベルギーで
は、多機関によるオフィスやデータベースの共用等が連携を促進する上での重要な要素である
ことが分かった。また、オーストラリアの ACT では、少年裁判所と児童相談所が連携し、児童相
談所のケースマネージャーがリスクアセスメントツールを用いて作成した報告書を少年裁判所
の審判に活用する形で、虐待部門と非行部門の連携が進み始めている点に特徴があるとのこと
であった。 
これらの実態調査によっても、非行や不良行為・問題行動に対応してきた従来型の機関だけで

はなく、より幅広く様々な機関・団体が対応することによって早期に連携しつつ切れ目のない支
援が行えることが分かった。 
 
（３）研究の結果として、本研究を通じ、重大非行事案を防止する上でも、地方公共団体が中核
となる子ども・若者育成支援推進法の枠組みに基づいた支援の活動や、民間団体を中心とした若
年の被害女性を支援する活動及び子ども・若者の居場所づくり、といった地方公共団体や民間団
体の活動と結び付いた機関・団体連携の活性化が鍵となることを明確化することができた。地域
社会において幅広く、「生きづらさ」を抱えた少年等やその家庭を「孤独」・「孤立」の状態にさ
せないこと、そして取りこぼしのないように幾重もの支援のネットワークを構築することが必
要である。なお、令和 3（2022）年の少年法一部改正後の 18歳・19歳の少年（いわゆる「特定
少年」）における「虞犯」に代わる法的対応のあり方としても、少年警察活動、民間団体を中心
とした若年被害女性支援活動、地方公共団体が中核となる子ども・若者育成支援推進法の枠組み
における支援活動といった各領域における機関・団体連携の展開が求められていると言える。 
とりわけ地方公共団体においては、「子ども・若者計画」（子ども・若者育成支援推進法 9 条）

が、多機関連携による非行少年等とその家庭への支援の枠組みを形成する上で一つの土台とな
るのであり、とても重要な役割を果たし得る。 
ただ、課題として、こうした「子ども・若者計画」も、市区町村はもちろんのこと、都道府県・

政令指定都市レベルでも全ての地方公共団体で策定されている訳ではない。 
加えて、令和 4（2022）年に制定されたこども基本法によれば、子ども・若者育成支援推進法

上の「子ども・若者育成支援推進大綱」で定めるものとされる事項は、こども基本法上の「こど
も大綱」において定められることになる（こども基本法 9条 3項、子ども・若者育成支援推進法
8条 3項）。こども基本法では、「こども」に年齢制限はないものとされている。しかし、例えば
民法上の成年年齢に達した者を「こども」として表すことには違和感があるだろうし、その結果、
「若者」の問題が等閑視される恐れはないか危惧される。また、こども基本法上の各地方公共団
体の「こども計画」は、「子ども・若者計画」と一体のものとして作成することができるとされ、
いわば「子ども・若者計画」が「こども計画」に吸収されることになる（こども基本法 10 条 4
項・5項）。上述の懸念からも、今後、「子ども・若者計画」の策定において、どのような変化が
見られるのか注目していかなければならないだろう。 
以上の研究成果は、今後のわが国における地域社会での非行の防止に関する施策の発展に資

するものになるのではないかと考えている。 
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